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要約：

　多襟な保育サ7ビスを提供する新しい保育ネットワークを確立するためζ従来型の保育とともに重視されつつ

あう家摩的保育及び訪問在宅保育の今後の役割とあり方について検討を加えるため・ これらの保育に関わってい

る保育者等を対象に「今後め保育システムのあり方に関するアンケート調査」を宰施レ・今後の動向及びその朔

待される役割と公私の連携のあり方について知見を得た。
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ロ　目的

　保育二一ズの多様化、育児と仕事の両立等の近年の動

向は、保育をめぐる今後の課題を次々に提起している。

とりわけ・従来型保育からの脱皮と新しい保育ネットワ

ークを確立することの必要性と峰題は、 近年特に重要悸

を増しつつある。このため、昨年度は保育ネットワーク

を確立することの必要性の背景及び今後の方向性を検討

し、具体的なあり方を提言したが、本年度は、従来型保

育とともに重視されつつある家庭的保育及び訪問在宅保

育の今後の役割について検討を加卑ることとした。

10　視点；家庭的保育及び訪問在宅保育の意義を中心に

　昨年度の論文の中で、『1．3非制度的サービスの普及』

の項において、保育ママ及びベビージッターによる保育

の国際的動向、我が国における歴史と現状について論じ

た（D。その後、児童福祉法制定後、約半世紀を迎える

に当たって、児童福祉制度改革への動きが徐々にみられ

始めている。このため・現在国の制度として運用されて

いない保育サービス・特に保育ママによる家庭的保育及

びベビーシγターによう訪問在宅保育の灘を検討し、

令後の御割を考察することの意義が高まってきた。

　「家庭的保育」 は、一般に保育者がその自宅で受託児

を保育する家庭的規模の保育を指し、欧米諸国において

は広く活用されているく2）。わが国では児童福祉法第24

条但し書きの「その他の適切な保護」の一環として、大

都市やその周辺の地方自治体の独自補助事業として普及

してきた経緯がある。保育所不足が深刻化した1960年頃

から次第に増加し、初期の頃は学童を含めた例もあるが、

時代とともにr保育に欠ける」産休明けからの乳児の保

育を主要な事業内容とするようになった。とくに1970年

代は保育所不足が深刻な社会問題となった時期であり、

この時期に制度を開始した地方自治体も少なくない。1

980年代に入ると、保育所入所の適正化の方針の下、少

子化傾向にも狛享奉かかり、保育所増設に鈍化し、保育

所の定員割れ現象が顕著となった。認可保育所における

乳児保育の充実や少子化傾向、主婦の就業機会の増加に

よる家庭的保育従事者の確保の困難など、社会的条件の

変化はこの制度にも大きく影響し、1980年代半ば頃から『

は、保育従事者の募集を停止したり、制度の廃止や休止

をする地方自治体が現れる。1992年頃には約120の市区

町村に存続しているのみとなった（3〉。

　しかし、保育所の集団保育とは異なる、家庭的で小規・

模な、個別的配慮せ》柔軟性に富む保育形態に対する需要

が根強く存在することから、現在もこの制度を維持して

いる地方自治体の保育行政担当者の大半は「乳児保育の

需要は高まっているので認可保育所の補完としての存在

意義がある」 と考えてお駄保育所と並んで零歳児から

の乳児保育の選択肢の一つと して今後も存続する方針を

とる地方自治体もある。また、零歳児保育の方法に関す

る他の調査（のによれば現在の保育所の乳児保育を充実

する方向を肯定する意見と家庭的保育や保育室のよう な

小規模な保育が望ましいとする意見とが相半ぱし、地域

によって前者と後者に対する評価の比重が異なっている。

　最近では、育児休業制度の普及にともなって、零歳児

から1歳児の保育需要が再び高まっており、家庭的保育

制度の利用希望者も増加し、自治体によっては、保育者

の募集を再開したり、複数保育体制を導入するなど、再

び体制の活性化をはかるところが現れている。

　家雇的保育制度は無認可保育施設の一種であるが、地

方自、治体の条例、規則、要綱などに基づく事業として、

保育従事者の資格要件、保育室等の条件、受託児の年齢

・人数、保育時間および保育料等の受託条件、地方自治

体による財政的補助を設けて、一定の保育水準の確保が

図られている。しかし、児童福祉施設としてのナショナ

ルミニマムが定められている認可保育所とは異な．り、各

地方自治体の独自事業であるために、ぞれらの具伝的な

内容は、それぞれの地方自治体でまちまちでおりマ相当

異なっている◎　　　　　 　　　　　』”1 ㌧』

　「訪問在宅保育」は｛一般に保育者が依頼を受ごナた保

護者の居宅を訪問して直接児童を保育することを言うo

その保育者をわが国ではベビーシッターと称するこ とが

多くなった。その推移と動向については、昨年度の報告

で、比較的詳細にふれた紛。保育の態様として、乳幼

児がその家庭を本拠にして保育を受けることは・子育て

の歴史上古くから営まれていたものであり、今日主流の

家摩外で保育を受けるシステムより遥かに深い実績を持

つ。平成年代に入り、訪問在宅保育への二一ズは高まり、

この種のサービスが普及増大した。1991年、国は社団法

人ベビrシッター協会の設立を認可し・六ビテシッター

事業者による在宅保育サービスを公的保育ジズテムとの

閲連性をもって捉えるという状況が見られるようになっ

た。ベビーシツタ』事業者の数は全国に数百社と言われ

ているが‘正確な実態を把握することは難しい。 しかし、

1995年の時点で、全国ベビーシッタ』協会加盟者数は1

00を越える程度である。訪問在宅保育に対して献 保育

所の理解や認識の差は大きぐ、保育所保育、家庭的保育、

訪問在宅保育の三者が保育システムとして実質的に連動

する可能性はまだきわめて低い（6）。
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　しかし、紡問在宅保育に対する国の関与はむしろ進み

つつある。 厚生行政においては平成6年度から企業の被

雇用者がベビーシッターに保育を依頼した際の保育料を

軽減する財団法人こども未来財団による在宅保育サービ

ス援助制度が創設され、労働行政においても、平成7年

度から財団法人21世紀職業財団による同趣旨の育児・

r介護助成金制度が開始されている。また家庭的保育にお

いても労働行政においては、働く母親の子育て支援策と

して時間外保育や病児保育等に対応する会員制の相互互

助組織「ファミリーサポートセンター」を発足させてお

り・平成7年度では・日立市・山口市・福岡市など7都

市に展開している。また、有償ボランティア的な会員制

の「預かり預かる」、ネットワーク組織や、知人や親類縁

者などから依頼を受けて自宅で保育するグループはかな

り以前から存在しており、またベビーシッター事業者等

による家雇的保育の形態をとる保育サービスヘの参入も

進みはじめている。厚生行政、労働行政において、今後

国や地方月治体が家庭的保育や訪問在宅保育を公的保育

サービスの一環として、またそれと連動させながら関心

を向ける方向は高まってきている。

　そこで、本年度においては、国や地方自治体の補助事

業《助成事業として公的保育との関わりが広がりっつあ

る家庭的保育と訪問在宅保育の今後の役割に注目し、将

来の保育ネットワークの構築にあたり、両者が保育資源

としてどのような役割を担い｛どのようなネットワーク

を組む可能性があるかについて、調査を実施し、検討を

加えることξした。

育者・ベビーシッターの役割（1問）、家雇的保育者・

ペビーシッタ7の資格（1問） 、保育所・ 家庭的保育者

・・ベビーシッターの今後（1問）、保育センターのあり

方（1問）の計16問で構成されている。

　訪問在宅保育従事者に対する調査は、基本質問事項

（1問〉、研修制度（1澗） 、ベビーシッ・ターの身分

（1問）、保育所との交流（1問） ～在宅保育助成シス

テム（1問）・訪問在宅保育に対する公的助成システム
（1問） 、訪問在宅保育のあり方（1問）、訪問在宅保

育の位置づけ（11 問〉1、保育所・家庭的保育者・ベビー

シッターの役割（1問）、家庭的保育者・ベビーシッタ

ーの資格（1問）、保育所辱・家庭的保育者・ベビーシッ

ターの今後（1問）、保育センターのあり方（1問）の

計12問で構成されている。

3　調査の対象

　全国的に対象者はまだ非常に少ないため、その職務に

従事している者を可能な限り調査することを考慮し、当

該団体に加盟・所属している者を対象としたじ

　家庭的保育：全国家庭的保育ネットワーク加盟者を中

心とする従事者であって、全国15都府県」1区市町に在

住する計125名

　訪問在宅保育1全国ベビーシッター協会に加盟する事

業者およびベビーシッターであって、全国24都道府県、

53区市町に在住する計102組、

4　調査の方法
1”　方法

1・、方法

　家庭的保育従事者及び訪問在宅保育従事者に対し、

『今後の保育システムのあり方に関するアンケート調査』

を実施し、その結果を分析討論し、考察した。

　調査は、1995年12月から1月にかけて郵送法で実施し

た。回収数は家庭的保育に関する調査が76（回収率60．

8％）、訪問在宅保育に関する調査が36組72名（回収率

35，3％）であり、訪問在宅保育の回収率が低かった。

IV　　結果及び考察

2 』調査の内容 1 家庭的保育

　家庭的保育従事者に対する調査は、基本質問事項（1

問）、緊急時の対応・援助体制（2問）、研修制度（1

澗）、一保育補助者の必要性（1問）、保育の契約方法

（1問）、家庭的保育者の身分（1問〉、保育所との交

流（1問）、制度確立・発展の拠点（1問）、保育制度

のあり方（1問）嵐運営揃針・手引き書の作成（ 1問〉、

家庭的保育制度の位置づけ（1問〉、保育所・家庭的保

①回答者の属性（表1～表4）

　年齢は50歳代が最も多く35名、40歳代が23名で両者で

76％を占めた。資格保持者は保母58％、幼稚園教諭36％、

教員免許20％、看護婦5％等で、何も資格の無い保育者

は10・5％であった。経験年数は10年以上、21年以上が多

く、両者合わせて72％に逮する。5年未満は13％である。
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②保育の契約方法について（表5）

　「行政による措置」の希望が39．5％と最も高い。理由

は行政のバックアップによる身分保障、安定的保育、保

育料補助による低所得者の利用機会保障等である。「役

所による連絡調整」 を合わせて約68．4％が公的制度を指

向していいる。直接契約希望は1L8％に過ぎない。態度

を決めかねていると思われる無回答が15∫8％あった。

③制度の充実と調整・相談・支援の担い手（表6）

　r各市町村の担当課』が39。5％r全国ネットワークの

法人化」が27．6％、態度不明が14．5％と続いている。．

「保育センター」は乳9％の支持であった。

④保育受託児の条件・年齢・保育時間にっいて』（表7－

1～2、表8－1～3）
　「公的な保育制度の一環として対象を明確にし制度化

する」が48．7％・従来の「保育に欠ける児童」が9・2％・

合わせて、57． 9％が対象児の明確化を望んでいる。r子

育て支援を必要とするすぺての家庭の子ども」も32・9％

とかなり多く、「すぺての子ども」は3．9％と少なかっ

た。態度不明も5．3％と他の質問に比ぺて罪常に少ない。

　保育受託児の年齢にっいては約80％がほぼ従来と同

様3歳未満までとしており、保育時間については早朝7

時以前可が25．7％、延長7時まで可が了L2％、夜8時ま

で可が16．9％、8時過ぎも可は10．7％で、宿泊保育や日

曜祭日の保育については、不可が50％を超えるが、40％

台が緊急時には可としている。

⑤保育料にっいて（表7－3）

　「保育所と同様の所得に応じたシステム」覗4％・

「自治体が定める保育料」21．1％、　「低所得者以外均一

保育料」19．7％の順となっている。

⑥保育者の資格について（表9－1）

　従来どおり「保母、幼稚園教諭、看護婦等関連資格」

と「保育所保母と同じ」を合わせて58，9％である。独自

の資格や経験をプラスする意見は、保育責任者が一人の

．場合の総合的能力の必腰性を指摘している。

⑦運営指針や手引書の策定主体について（表10）

地域格差が激しい現状の改善策として、国の基準を必

要とする30．8％より、地域の事情を考慮して地方自治体

が策定する方が良いという意見が4L5％と上回った。全

国組織や自主的な組織による策定支持も、23・0％ある。

　ちなみに、スウェーデンには国による家庭的保育室の

ガイドラインが設定されており、カナダには州政府発行

のガイドブックや民間組織発行のガイドブックがある。

⑧研修にっいて（表13－1～3）

　調査結果からは自治体の主催する研修のみならず、自

己研修に努力していることが読み取れるが、充実したい

研修方法として「専門家の講義」85．5％の次に「保育者

同士の情報交換」が71．1％と高率である。個人の家庭で

孤立しがちな実態を推察すれば当然の要求であり、わが

国において もスウェーデンのオープン型保育所やカナダ

のファミリーリソースセンターのような交流の場と機会

を工夫することが必要である。密室保育の陥り易い危険

を避け～保育の質的向上にとっては最も重視すぺき点で

あろう。　　　、

⑨家庭的保育の今後の位置づけについて（表11、表14－

1～2〉

　「保育所と同様児童福祉法の下に公的保育制度として

が56．6％「国の基準を定め補助・助劇が17．1％、地方

自治体が基準を定め、補助・助成」が同じぐ17．1％と態

度不明を除いた全員が公的な制度にすることを希望して

いる。また、身分保障についても80』3％が自治体の従業

員としての地位や退職金制度の整備を求めているも

⑩今後充実すぺき緊急援助体制（表12［1、表12－3）

　「嘱託医制度』が最も多く、r自治体の援助」、r補助

者予約制度」が続き「保健所との連携」r看護婦との連

携」が次に続く。

⑪保育補助者の必要性（表12－2、表12－4）

　全員がその必要性を訴えており、「緊急時」、「受託児

の年齢の組合わせによる個別的配慮」　「戸外散歩時」
、

r保育者の家族の突発事故」の際に必要度が最も高い。

⑫保育所との交流の必要性（表15）

　保育所に対しては、緊急時に保育を委託できれぱ助か

るという要望として「緊急時一時保育委託」の必腰が6・

7．1％と高率である。続いて、「定期的交流」が53．9％、

「栄養士・看護婦と交流」が48，7％と必腰度が高い項目

である。「ならし保育」やr病後保育」に協力するが次

に続き、前者は「既に実施している」が38，2％と最も高

い項目であった。

⑬家庭的保育の役割についての重要度（図1）r

　家庭的保育の役割として最も重要視しているのは・・
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「零歳児保育」「乳児保育」「育児相談」 「慣らし保育」

への期待が高いo

⑭保育センタ囲の機能と設置について（表16－1～2）

保育センターの機能として特に必要なものとしては、

「カウンセリング、椙談」が46．1％、「保育情報提供」

が42．1％、「実際的サービス」が38．2％の順であった。

その設置主体についは、72．4％と、圧倒的に身近な「市

町村」による設置を望んでいる。

⑮今後の動向について （図3）

　自治体の独自事業と しての家庭的保育は、認可保育所

と並ぷ保育の選択肢の』つとしての充実を期待されてい

るといえるであろう6・今後「かなり利用される」と「い

まより利用される」を合わせると、予測では72．3％であ

るがく期待では86．8％に達している。

2　訪問在宅保育

④保育対象児の保育時間と保育料について（表18－1～

3、表8 一3）

　早朝保育は、7時から可が37．5％、8時から可が5L

4％・夜間保育は20時まで可が29・2％・21時まで可が15．

3％・22時まで可が30．6％である。さらに24時まで可が

13．9％である。1日め保育時間についてみると、「3～

6時間未満』が54，2％、「6～8時間未満」が34，7％で

ある。このように保育時間が短い点に特徴があるといえ

る。

　また・宿泊保育については可が齪．2％・緊急時のみ可

が44・4％と・日曜・祭日にっいて可が79乙2％・緊急時の

み可が19．4％と、保育の二一ズヘの柔軟な対応が可能な

状況がみられる。

　保育料については「各業者る企業独自の料金システム」

が77．8％・ 「保育所と同じく・所得に応じた料金システ

ム」がわずか12，5％であった。独自の保育サービス基準

とその料金システムヘの指向が顕著にみられる。

①回答者の属性（表1～表4）

　年齢は40歳代24人・30歳代23人の順で・両者で65．2％

を占めた。経験年数は「5～10年未満」が30．6％、「3

年未満」が30．6％、「3～5年未満」が23．6％であり、

5年未満の経験年数が5割以上であった。資格保有者は

70．8％で、その内訳は幼稚園教諭48．6％、 保母47．2％、

ノ」、学校以上の教員免許13．9％の順である6家庭的保育と

比べて資格無しが29，2％でその割合が高い。その理由に

一は、調査の回答者に経営責任者が半分含まれているこ と

が影響していると考えられる。

②保育所との交流の必要性（表15）

　保育所との交流で 「必要」・と しているのは「病後児保

育」｛ 「ならし保育」が5割以上で、次いで「栄養士や

看護婦との交流」と「日常的に交流」が続いている。ま

た、 既に保育所との交流しているのは「病後児保育」と

「ならし保育」がそれぞれ約2割となっている。

③保育対象児と受託児の年齢について （表17－1～2）
、’ 「保育や子育て支援の必要な子ども」（59．7％）1に続

き｛ 工すぺての子ども」1が3Lr9％であ朕訪間在宅保育

は子ども・家庭へのソーシ ヤル・サービスであるとの認

識が極めて高い結果といえる6年齢の下限は「出産直後
一から」が90．13％｛ その上限は「低学年児劃が68．1％で

ある。その対象児Φ年齢幅の広さは訪問在宅保育の独自

性といえる。

⑤保育センターの機能と設置にっいて （表16－1～2）

　保育センターの機能で特に必要なものとしては「カウ

ンセリング、相談」、「保育情報提供」の順で5割以上

を占めている。その設置主体にっいては「市町村」が4
7．2％、　「関係組織団体」が27，8％となっている。

⑥最も必要な公的助成制度について（表19）

　将来的な公的助成制度は、rすぺての利用者に」が3

6．1％と多く、「保育料の減免に関して」が13．9％、

「公的保育に準じて」．が12．5％と分散しいる。またr不

明」が18，1％であり、態度保留力弛の質問に比べて多レヤ。

⑦訪問在宅保育の今後の位置づけ（表20）

　「全国ベビーシッター協会の自主基準と国や地方自治

体による補助・助成」が59．7％と過半数に及び、．㌧「国の

基準を定めての補助・助成」が22．2％である。

⑧ペビーシッターの資格（表21、表9｛・2）

　ペビーシッターの資格として家庭的保育者からは「保

母・幼稚園教諭・看護婦」が32．9％で 1番多く ～家庭的

保育者自身の資格への回答も同じ傾向とならている・（参

照：表9－1）5　・

　訪問在宅保育の回答は、「独自の資格」が4乳2％、r

「保母資格＋個別保育」が15．3％であり，この両者の回

答該当者は、「新たな資格制度」について「組織団体が

定める」が48・ 2％、「国が定める」が33・9％の順で多い・
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このように在宅訪問保育の資格への独自の志向が見られ

る。

⑨研修について（表22－1～3）

　参加したことのある研修は、「全国ベビーシッター協

会が主催する研修会jが84．7％、r所属会社の研修」が
79．2％で、続いて「個人的に参加ずる研修」が54．2％と、

研修への熱心な態度がうかがえる5充実したい研修の方

法は、「保育専門家、医者などの講義」＼　「保育者同士

の情報交換」、「保育の専門家による実習」の順である。

研修に参加する回数・期間はr1年に、2回」 が45．8％、

「3カ月に1回」が23．6％、「1カ月に1回」が15，3％

となっている。

⑩身分保障について（表23－1～2、），

　ペビーシッタァの身分保障と しては、．』 所属する会社

の社員として」が65．3％、丁自治体の福祉職従事者とし

て」が15．3％である。身分保障の内容としては～r給与

の支給」が77．8％、　「労働保険に加入」が73、6％、　「社

会保険に加入」が69．4％、 「退職金制度」が54，2％の順

になっている。

⑪在宅保育助成システム（表24〉、、r

　在宅保育助成システムにづいて、「内容を知っている」

が94．4％、「利用者を知っている」が84．7％、「利用を

勧めた」が77－8％、r利用者から質問」が73，6％と、極

めてよく知られている結果となづた。

⑫保育内容別訪問在宅保育の果たす役割（図2）

訪間在宅保育の役割として 「非常に重視」とr重要」

を合わせて9割以上のものは、「0歳児保育」が94，5％、

「乳児保育」が95．8％、　「夜間保育」が93．1％、　「緊急

」時保育」が98．13％、　「一時受託保育」が9乳3％、　「休

日保育」・が95．8％、 「リフレッシュ保育」が96，9％、

「送迎保育」 が90．・3％～r育児相談」が9L7％、の9つ

ある。この結果は柔軟で即応的な保育二一ズヘの対応の

積極的な姿勢の現れといえるであろう。

⑬今後の動向について（図4）

　訪問在宅保育につし ・て、今後の動向では「かなり利用

される」と「今より利用される」を合わせると・予測で

94．4％礼，個人的期待では93．1％ ときわめて高く、とくに

個人的期待で「かなり利用される」 が68．1％と高くなっ

ているじい

3　考察

　家庭的保育及び訪問在宅保育という、今日国の段階に

おいてはまだ制度の一環として運用されていない保育の

態様について、検討を加えた。以下、近年の動向並びに

本研究における調査をもとに得られた重要な知見につい

てまとめたい。

　まず家庭的保育について見ると、．今回の調査結果から

浮き彫りにされることは、集団保育に対する個別保育と

いう特長を生かした態様として、積極的役割を担おうと

する意識がうかがわれる。その特徴を簡潔に表現すれば、

公的保育指向というぺきものである。すなわち、保育の

対象は公的保育制度の一環として明確にし制度化を、保

育の契約について行政による措置を、制度の位置づけは

児童福祉法の下に公的保育制度として、等々が主要な見

解として示されている。現在120余の区・市町が家庭的

保育を公的に組み込んではいるが、地方自治体によって
　　　　　　　　　　　　　　　　　ワ　　ロ　　ヨその状況は様々であり、課題も多い。今後かなり利用さ

れるだろうという予測は決して高くないが、しかし利用

されることへの予測と期待は非常に高いσとくに今後の

制度化への期待は高いものがある。、

　また今回の調査においては、家庭的保育を「保育者が

その自宅あるいは他の場所を借りて個別に保育をする！』・」

と定義したが、必ずしも自宅ではなく㍉ 他の家屋を借，り

て小規模な保育をすすめ、特に乳児保育に効果を上げて

いるところもある。調査の結果は、、家庭的保育の果たす

役割上、0歳児保育、乳児保育の重要性が極めて高いこ

とをあらためて確認させるものであっ摩o保育所の補完

に過ぎないものとするか・ 個別保育の特徴をより活用し

た保育資源として明確に位置づけるか・今後の方向が重

視されるところである。』

　次に・訪問在宅保育について見てみるとζ対象数が少

なく、 今後さらに調査を重ねる必要性が認められた。し

かし、その少なさにもかかわらず㍉国が示す公的保育と

の連動への関心の高さは注目すぺきであり、全国ペビー

シッター協会の研修制度、資格認定制度も動き出した。

今回の調査結果を見ても、』 庭的保育の公的保育指向に

対し、独自保育指向とも言うぺき方向性が示唆された。

すなわち、対象児は非常に幅広ぐ、公的助成はすぺての

利用者に、制度の位置づけは公的保育制度ではなく協会

の基準で、等々が重要な見解として示されている6紡問
在宅保育の果たす役割についても、多様な二一ズに柔軟

に対応する傾向が特徴的である占しかし家庭的保育と同
　　　　　の　　び　　ロ
じく、今後かなり利用されるだろう一という予測は低いも

のの、しかし今後かなり利用されることへの期待は高じ ・o
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　国際的にみると、家庭的保育制度が特に欧米諸国にお

いて制度の一環として重要な一翼を担っているのみなら

ず、英国においてはナニーによる訪問在宅保育が1989年

児童法の制定によって、児童家庭サービスの一環として

包含されることζなった。また、今日のわが国の動向1こ

おいて重視されるのは、通商産業行政においても、公共

サービスヘの民間の参入を積極的に考慮する方向が示さ

れていることである。産業構造審議会は、1995年総合部

会基本問題小委員会の報告書を公にしたが、その中で、

基本的には公的主体がサービスを提供する分野～本来民

間でもサービスが提供可能な分野であるが公的主体と民1’

間の両者がサービスを提供して転・る分野、サー甲ネは民

間が提供し公的主体は施設設置もサービス提供も行わず

費用負担のみを行う分野の三つにわけ・・その具体的なあ

り方を提言しているσ）。その内容は、保育サービスに

おける機能分権化、民間化とも濃くかかわっている。

　以上調査の結果及び国内外の動向をふまえると、公的

保育サービスの充実化を図る上で、家庭的保育は言うま

でもなく、 訪問在宅保育も視野｝こ入れたサービス体系、

制度体系を加えることが期待される。
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衷1・調査対象者の年齢 謂査対象者の特性

全　　　体

家庭的保育

訪問喪宅課育

合　計

148　100％

76　100％

72　100％

20歳来満　　　　 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 不　明

0　　0％　　　17

0　　0％　　　0

0　　0％　　　17

11．5％　　　27

0％　　　4

23．6％　　　23

18．2％ 47

5．3％ 23

31．9％ 24

31．8％　　　41

30．3％　　35

33．3％　　　6

27．7％ 16

46，1％ 14

8．3％ 2

10．8％ o

18，4％ 0

2．8％ 0

0％

0％

0％

表2　調査対敵者の経験年数

1oo％

loo％

2230．6％

　16，2％

7　9．2％

1723．6％

5～10年未満

　3322．3％

　11

3825．7％
r32　42．1％

　　8．3％

2416．2％

2330，3％

　　 1．4％

表3 資格の種類

保母 幼稚園教愉r小学以上の教員

全　　　体 78　52．7％　　　62　41，9％　　　　25

家庭的保育 44　57．9％　　　27　35．5％　　　　15

訪問登罧育　　　　 34　47．2％　　　35　48．6％　　　 10

16．9％

19．7％

13．9％

看護婦 保健婦・助産婦

5　3．4％ o　　o％

4　5．3％ 0　　0％

1　1．4％ O　　O％

栄養士

2
2
o

1．4％

2．6％

0％

持っていない

26

6
20

17．6％

7．9％

27，8％

その蝕

7　47％

3　3．9％

4　5，6％

表4資格の有無

　　　　　　　　　計　　　　あ　り

全体　148100％119き0．4％
家庭的録育　　r76100％　6889．5％

　　　　　　　72　↑00％

19．6％

10．5％

29，2％

表6制度の充実と調整。相談・支援の担い手（家庭的保育）

21

6

3039．5％

　　1．3％

　　6．6％

表5　保育の契約方法（家庭的保育）

保育センターが行う

各市町村の担当課が行う

社会橿祉協繊会が行う

全国的な保育関係団体が行う

その他・不明

尿庭的保育

行政による措置を通じて

役所が逢絡・圏整役をする

直接保護者と保育の契約

衷7－1　保育受託児

子育オ支援を必要とする家庭の子ども

すべての子どもを対象とする一

その他・不明

9，2

32．9

・3．9

5．3

表8一1保育時間（早朝）

7時から

7時30分力、ら

8時から

15

31

18

6

21，4％

44，3％

25．7％

表8－3　保育時問（宿泊・休日）

表8－2　保育時問（夜間）

8時まで

9時まで

9時以降

不明

42

10

4

60．O％

143％
5．7％

43％

表7－2　保育受託児の年齢

0歳から3歳未鴻児

0歳から6歳未満児

0歳から低学年児澱まで

その他・不鴫

表7－3保育料

所得に応じたシステム

低所得者以外均一料金

自治体が定める保賓料

その他・不閉

3647．4％

1519，7％

1621．1％

9　11，8％

宿　泊　保　育 休　日保脊
可 不可 緊恵時のみ 不明 可 不可 緊急時のみ』 不明

家庭的保育 2　2．6％ 3748．7％ 3343．4％ 4　5．3％ 1　1．3％ 42　55．3％ 2938．2％ 　4 5．3％

訪問在宅保育 3447．2％ 6　8．3％ 3244．4鬼 0　　0％ 5779．2％ 1　1．4％ 1419．4％ σ　　o％
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益満他：2．子ども家庭サービスの機能分権化及び民間化のあり方に関する研究

表9－1　家庭的保育者の資格

　　　　項　目　

保母・幼稚園教諭・看護婦

年齢＋育児経験

必要なし

その他・不明

表9－2

全　　体

4933．1％

　　6．1％

　2↑．6％

　　14．9％

　　10．1％

　　2．7％

　　11．5％

新たな資格制度（該当質問）

　項　目　／　全体

国が定める資格

地方自治体が定める資格

養成校の単位取得課程

その他・不明

表12－1 緊急時の援助体制

　　　　　　　すでに整，て覧、

補助員の予約制度

近くの保育者のサボ’一ト

その他・不明

表12－3 緊急時の対応

25．0％

10．5％

5．3％

11．8％

11．8％

19．7％

堀）‘7％

表10運営指針や手引き書の作成主体

国

地方自治体

全国的組織國体

自主的組織

特に必要なし

不明

20Z6，3％

2735．5％

　11・8％

　　7．9％

　　3．9％

　　14．5％

表11一家庭的保育の今後の位置づけ

児魔擢祉法の下に公的保育調度として位置づけ・

国とし七一定の基準を定め、補助・助成す

各自治体が基準を定め、補助・助成する

個人が独自に4業運営する

その他・不明

家庭的保育

表12－2

緊急事態が起こったとき

受託児の年齢の組合せによる

補助者を必要と感じるとき

4356．6％

13　17，1％

・13　17．1％

　　　 0％

　　9．2％

保護者への漣籍はすぐつく

保霞者はすぐ早邊してくる

人手が足りなくて困る

行政は助力してくれる

は　“

5977．6％

3039．5％

　26．3％

　　14．5％

表13－1参加したことのある研修

所属組織が主催する学習・研修

自治体の家庭的保寳奢対象

個人的に参加する研修

自治体の保育所職員対象

その他・不明

表14－1保育者の身分保障

6078，9％

・54　71，1％

4660．5％

3748．7％

　　5．2％

9．2％

いいえ

　　　0％

　　3．9％

1823，7％

5369．7％

轟招一2充実したし、研修の方法

保育専門家1医師などの購義．1

保育者同士の情報交疾

像育の専門家による実習

自主的に研修に拶加

その他・不明

表14－2身分保障の内容

・不明

　0％
2．6％

　o％
13．2％

6585．S％

5471．1％

3850．0％

2735．5％

　　11．8％

表12r4　補助者の必要性

必妻あリ

状況による

必要なし

不明

5775．0％

15　19．7％

0　0．O％

4　5．3％

表13－3膠加する回数6期問

1カ月に1回

3ヵ月に1回

1年に2回

定期的な参颯は必要ない

その他・不明

1621．1％

2532．9％

2431．6％

　　3．9％

　10，5％
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表15保育所との交流の必要性 家庭的保育 ・訪問在宅保育

日常的に交流する 定期的に交流する

必　　憂 必妻でない 既にしている 不　明 必　　蚕 必要でない 既にしている 不　明

全　　体
65 43．9％ 48 き2．4％ 20 13．5％ 15 10．1％ 69

46．6％ 55 37．2％ 9 6．1％
15

10．1％

家露的保育 34 44．7％ 23 30．3％ 8 10．5％ 11
14．5％ 141

53．9％ 19 25．0％ 7 9．2％ 9 11．8％

紡聞荏宅保育
31

43．1％ 25 34．7％ 12 16．7％ 4 5．6％ 28 38．9％ 36 50．0％ 2 2．8％ 6 8．3％

緊憩一時保育を委託する

必　　糞

全 体 78

家庭的保育
51

肪問在宅保育 27

52．7％

67．1％

3ア．5％

必要でない

48

11

37

32．4％

14．5％

51．4％

既にしている

9
6

3

6．1％

7．9％

4，2％

不　萌

13

8
5

8．8％

10i5％

8．9％

園児の病後の保育に協力する

必　　要

71

24

47

48．0％

31．6％

65．3％

必蚕でない

32

27

5

21．6％

35．5％

6．9％

既にしている

29

14

15

19．6％

18．4％

20．8％

不　明

16

11

5

10．8％

14．5％

6．9％

金 体

家庭的保膏

訪問登宅撫育

保育所入所時のならし保育に笹力

必　　翼

59

22

、37

39．9％

28．9％

51．4％

必要でない

28

14

14

18．9％

18．4％

19．4％

既にしている

43

29

14

29．1％

38．2％

19，4％

不　明

18

11

7

12．2％

14，5％

9．7％

保育所の囲庭を利用する

必　　蔓

48

24

24

32．4％

31．6％

33．3％

必妻でない

74

35

39

50．O％

46．1％

54，2％

既にしている

8
6
2

5．4％

7．9％

2．8％

、不、明

18

111

ン

12．2％

1415％

』9ン％

全 体

家庭的保晋

訪問在宅保育

保育所の栄養士や看霞婦と交流

必　　蚕

68

37

31

45．9％

4す・7％

43．1％

必要でな㌧ギ

49

17

32

33‘1％

22．4％

44．4％

「既にしゼいる

14

11

3

9．5％

14．5％

4．2％

不　明

，7

t1

6

11．5％

14．5％

8．3％

』保育所給食の配縮を受ける』

必　　養

37

24

13

25，0％

31．6％

18．1％

必妻でない 既にしている ：不甫

93

42

51

62．8％ 3 2．0％

55，3％ 0

70．8％ 3

15

0％ 　ひ10

4，2％ 5

1α1％

13
二2％

‘6，9％

表16・1保育センターの機能

保膏情報提供

全 体　　　
73

家庭的保育 32

訪問在宅保育　　・41

9．3％

2．1％

56．9％

保育人材パン

38

23

τ5

5．7％

0，3％

O．8％

連絡講整

38

21

17

25．7％

27．6％

23．6％

λ一ハ，一■1ンサ齢ント　　　研　修

27

14

13

18，2％　　　30　0．3％

18．4％　　　16　1．1％

18．1％　　 1419．4％

保育ライブラリカウ漣リング．相談

41

17

24

27，7％　　85

22．4％　　35

3．3％　　50

7．4％

6，1箔

9．4％

実廠的サFビス

52

29

23

5．1％

8．2％

31，9％

その他・不明

B
10

3

8，8％

13．1％

4』2％

衷16‘2　保育ゼンタ』の設置

全　　体

家庭的保費

訪問在宅保育

市町村が設置

　89　60．1％

　55　72．4％

　34　47．2％

保育所に設置

　　7　4，7％

　　　　2．6％

　　5　 6．9％

児置餌に般置

　　　　6．1％

　　4　　5．3％

　　　　 6，9％

その他・不明

　　7　4，8％

　　4　5．2％

　　　　4．2％
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益満他12．子ども家庭》一ビスの機能分権化及び民間化のあり方に関する研究

表17－1　在宅訪問保育の保育対象児

公的な保育割度の一璋として対象を鋳度化

認可保膏所の捕尭として採育に欠ける子ども

子育て支擾を必蔓とする家庭の子ども

すべての子どもを対象とする

　　　・不明

衷18－1　保育時間（早朝）　表18－2

5時から

7時から

8時から

不明

　　1．4％

5　6．9％

2737．5％

37　51，4％

2　2．8％

　　　　　4．2％

　　　0　　0％

　　　4359．7％

　　　233τ．9％

　　　　　4．2％

保育時問（ 1日）

表17・2 保育受託児の年齢

　　　　　　　（下限》

出産直後から

産休明けから

その他・不明

3時同来満

6四8時間未満

8時閥以上

（夜閲）　　表18－3　　保育料

8時まで

9時ま脅．

10時まで

11時まで

12時まで

不明

2129．2％

1115．3％

2230．6％

6　8．3％

10　13．9％

2　2．8％

　　1，4％

3954．2％

2534．7％

2　2．8％

5　7．0％

業者。企業独自の料金

その他・不明

表21　ベビーシッターの資格

912．5％

5　6．9％

5677．8％

　　2．8％

　　　　項1艮　　　　　r全　体

保母・幼稚園教諭・看譲婦　　3020．3％

　　　　　　　　　　　　、l　O　6．8％

保母資格＋個別1呆育．　　　　　19　12、896

　　　　　　　　　　　　 43　29．1％

年齢＋育児経験　　　　　　　　　5．4％

必要なし　　　　　　　　　　　4」％

その他・不晦　　　　　　　　　21．6％

表23－1　ペピーシッターの身分保障

関係組繊団体の肛用嵩として

自治体の非常動職員として

扶肇家族

ポランテイア

その他・不明

表23－2身分保陣の内容

11

4

4

65．3％

15．3％

5．6％

5．6％

1．4％

1．4％

　0％
5．6％

6590．3％

6　8．3％

5　1．4％

訪問在宅保育
　　　　（上阻）

3歳未満児

その他r不明

表19　最も必要な公的助成制度一

事業者の行う研修に対する助成

その他・不明1

表20　今後の位置づけ．

0

7　9．7％

4968．1％

1622．2％

全国パヒ㌔シッ外協会が基準を設定

園として一定の基準を定め、補助・助成

公的保育制度として

地方自治体が基準を設定・助成

その他・不明

表22－1　参加したことのある研修

59．7％

22．2％

8．3％

4．2％

　0％
　0％
5．6％

全国パピーヵ夕一協会が主催する研修

自治体の訪問在宅傑育の研修

表22－2・充実したい研修の方法

保育尋門家、医師などの講義　　5373．6％

　　　　　　　　　　　　　　　4156．9％

　　　　　　　　　　　　　　　3954．2％

自主的に研修に参加　　　　　　ZO27．8％

その他・不明　　　　　　　　6　8．3％

表22－3　研修に参加する回数・期閻

6184．7％

5779．2％

3954．2％

1723．6％

　　4．2％

　11．1％

3カ月に1回　　　　　　1ア　23．6％

1年1こ2回　 ・　　　、　　　　33　　45．8％

定期的な参加は必要なし　　6　　8．3％

その他・不明　　　　　　5　　7・0％

表24在宅保育助成システム

　　　　　　　　　　　　　YES

利用者を知っている　　　　　6184．7％

利用者から質問　　　　　　5373．6％

内容を知っている　　　　　6894．4％

手1』用を勧めた　　　　　　　　　　　56　77．8％

内容を詳レく知りたい　　　　2　2，8％

NO

1115．3％

1926．4％

3　4．2％

1115．3％

　　1．4％
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家庭的保育・訪問在宅保育

團照　圏非常に畷

o歳児保育

乳児保育i

障害児保育・

夜間保賓

深夜保育

緊急一時保育

一時受託保育

休日保育

病後児保青

学貨保育－

同行像育

リ7レ，シュ保育

保育交液

送迎保寳「

育児相談

ならし保育

0

i4＆7

50

肱1

蜘

紛9i

100

図11保育内容別家庭的保育の果たす役割 （乍7①

0歳児保育．

乳児保育

障害児保育

夜閲保育

深夜保育、

緊急」時保育

一時受託課育

休日保育

病復児保育

学童保育

同行保育

卯レ，沁保育

保育交流’

送迎保育

育児相談』

ならし保育

0

14＆7

50

945

螂

慾1

i983

i973

i958

囎

・悌

917・

可00

図2　保育内容別肪問在宅保育の果たす役割（n＝72）

かなり利用される 　　カ』なり利用される

㈱
今よりは利用される

睡轍の賄 國．臥鯛箭

今よりは利用される

今と変わらない

今より利珊されない

尉用されなくなる

不　明

今と変わらない

脅よじ利用されない

利用され准くなる

不　明

0 1、0　　　20　　　30　　　40　　　50

図3　家庭的保育制度の利用状況

　　実際の動向の予測と個人的期待 （n胃76）

陰＝・＝＝＝≡騨≡＝＝『・＝卜＝7＝≡綜≡

7

597
綜i謙轟＝i＝萎＝艶……≡≡馨ii藁ii軽ii’25ρ

　0
28
14

8　　42莚i…ii42

、

0 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　卜
10　　20　　30　　40　　50『　60　　70

図4　訪問在宅保育の利用状況

　　　実際の動向の予測と個人的期待 価＝72）
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